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研究報告

１　OJT概念の混乱

OJT＝企業特殊熟練？

　労働経済学の教科書では、OJT＝
企業特殊熟練として論じられることが
多い。これは、米国の経済学者ゲー
リー・ベッカーの、いわゆる企業特殊
熟練、一般熟練の構図から捉えられた
ものである。ベッカーは、OJTで学
ぶものはその企業でしか通用しないこ
とを前提として、その訓練費用の負担
を誰がするか（本人か、企業か）につ
いて理論的に説明を行った（注１）。
　しかし、小池（1991）では特殊性の
説明として、「OJTでも内部化しない
場合もある。職人的な職場では、見習
いはOJTで技能を習うが、きわめて
流動的な労働市場を形成している」と
している。職人を事例にして、企業を
転々とする人でも、OJTにより技能
を形成する層がいることを示している。
　要するに、職場で仕事をしながら訓
練し技能向上することと企業固有（特
殊）性は関係がない。ドーリンジャー
とピオリは、内部労働市場（ILM：
Internal Labor Markets）を構成す
る３要因として、①企業特殊熟練、②
OJT、③慣行（先任権）を挙げてい
るが、①＝②とはしていない（注２）。

　ドーリンジャー・ピオリの内部労働
市場論では、特殊熟練の内容について、
その代表例として、機械のくせや一緒
に働く仲間の人柄を挙げている。しか
し、小池（2003）は、この説明では、
「ILM論はどこにでもあてはまりすぎ
る。それならILMは、いつの時代、ど
のような産業や規模にも普及すること
になる」と批判している。
　一方、小池氏は、その著書『職場の
労働組合と参加』（1977）において、
企業特殊性の内実は、「キャリアの組
み方」にあると考えた（図表１）。企
業特殊性とは、人間関係や機械のくせ
ではなく、全く同じ職務だとしても、
どういう昇進ルートで上がるかで違っ
てくる、と捉えた。
　例えば、ケース１の場合、A２の仕
事の前にA４、A３しかしていない（B
の職務群の経験がない）。ケース２で

はA２の仕事の前にA４、A３だけでなく、
Bの一部の仕事（B４、B３）も経験し
ている。そのため、ケース１の企業か
らケース２の企業には簡単に移動でき
ないことになる。
　しかし、小池氏がこの点を指摘した
1977年当時で、すでにOJT＝企業特
殊性の構図は普及しており、ほとんど
の議論がベッカーの人的資本論の枠組
みでなされ、以降、OJTは、「流動化・定
着化」に関連して論じられることが多く
なった。特に労働経済学では、OJTは
企業の定着性・流動化の議論に使うこ
とが多い。しかし、これは基本的に間
違っており、OJTは企業特殊性や流
動化・定着化の議論とは別個の概念と
して捉えるべきものである。

小池和男氏のOJT論

　では、小池（2005）のOJTの定義

キャリアとしての OJT――OJT再考
学習院大学経済学部教授　脇 坂　明

　JILPTは２月17日、学習院大学経済学部の脇坂明教授を講師に迎え、「キャリ
アとしてのOJT――OJT再考」と題する研究会を開催した。本報告では、故・小
池和男氏（2019年６月18日逝去）によるOJT（On-The-Job Training）研究
の業績を題材に、今後の能力開発、労働市場研究の方向性を提言している。以下、
その概要を紹介する。（構成：奥田栄二）
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図表 1　さまざまな昇進ルート

資料出所：小池和男（1977）『職場の労働組合と参加』。
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とは何か。小池氏は、OJTについて「幅
広く深い実務訓練」と定義し、次のよう
に説明している（以下、下線は報告者）。
　「OJTとはよく使われるが、この内
容はけっして明らかではない。言葉と
しては実務につくことが訓練になると
いう意味で、具体的には現代日本の職
場で日常的にみられることにほかなら
ない。･･･OJTとはこうして実務経験
をかさね技能を修得することをいう。
　それはけっして新人の間だけではな
い。･･･人事の技能の修得とはまさし
く実務経験OJTなのである。
　だが、OJTとはわかりにくい。ま
ず仕事そのものと区別できない。時間
も場所も仕事と重なる。教えても自分
の仕事があり指導専任ではない。」
　つまり、OJTとは、定量化しにく
い概念といえる。定量的・定性的調査
でもOJTの中身を知るうえで、研究
者の間でコンセンサスが必要なのだが、
あるのはイメージでしかない。私見で
は、OJTは重要であるにもかかわらず、
明確な定義がない状態にある。

インフォーマルOJTの重要性

　小池氏は、企業内訓練のタイプとし
て、OJTとOFF-JTに分け、フォーマ
ルとインフォーマルに分けて分類して
いる。フォーマル／インフォーマルの
区別は、予算（人員）がつくか否かで
分けられている（図表２）。
　そして、次のようにOJTの把握法
を整理している（以下では、OJTは「イ
ンフォーマルOJT」を意味する）。
　「この本の方法はOJTを労働者の
キャリアとしてとらえる。キャリアと
は「長期に経験する関連の深い仕事群」
をいう。･･･これまでOJTという言葉
で個々の仕事への訓練を重視する見解
が多かった。それでは･･･、高度な
OJTの真髄をとらえるのはむつかし

い。 こ れ に た い し
キャリアととらえる
な ら ば、OJTの 内
容はその広がりと深
さという指標で測る
ことができる。
　OJTは適切なキャリアを形成する
とき、修得コストが最小になる。･･･
そうじて知的熟練の形成は、実際には
そのキャリアすなわち長期の仕事経験
にほかならず、その解明は、採用から
はじまり、技能の向上するかぎりで経
験の内容を究明することになる。」
　つまり、小池（2005）では、OJT
を「フォーマルOJT」（初期の予算と
人員がつくもの。例えば、最初の３カ
月、１年、長くても２年の期間）と「イ
ンフォーマルOJT」に区別している。
そして、小池氏は、フォーマルOJTは、
技能・技量を上げるうえで主力とは捉
えておらず、技能・技量を上げる本筋
はインフォーマルOJTと考えていた。

インフォーマルOJTの効果

　インフォーマルOJTの効果を示す
研究としては、米国の新古典派経済学
者ケネス・アローが紹介したホンダー
ル効果がある（Arrow（1962））。ス
ウェーデンのHorndahl製鋼所で、15
年間、設備投資なしで生産性が年率
２％上昇したとする事例である。これ
を ア ロ ー は「Learning by doing」
の効果とみている。これこそ、イン
フォーマルOJTそのものの効果と考
えられる。ただし、従業員が仕事をし
ながら学習した効果、すなわち、イン
フォーマルOJTの効果の研究は長期
（少なくとも５年程度）のデータを必
要とすることから、その計測は難しい。

OJTの既存調査

　では、我が国の既存研究・調査はど

のようにOJTを定義・把握している
のだろうか。まず、「能力開発基本調査」
（厚生労働省）を見ると、OJTの定
義として、事業所調査では、「計画的
なOJT」について、「日常の業務に就
きながら行われる教育訓練（OJT）
のうち、教育訓練に関する計画書を作
成するなどして教育担当者、対象者、
期間、内容などを具体的に定めて、段
階的・継続的に実施する教育訓練」と
している。また、「教育訓練計画に基
づき、ライン長などが教育訓練担当者
として作業方法等について部下に指導
することなどを含む」との例示もある。
　一方、企業調査では、重視する教育
訓練がOJTかOFF-JTかの設問を設け
ているが、ここでのOJTの定義では、
「日常の業務に就きながら行われる教
育訓練」で「直属の上司が業務の中で
作業方法等について、部下に指導する
ことがこれにあたる」としている。こ
の定義では、フォーマルOJT、イン
フォーマルOJTのいずれも入ってい
ると考えられるが、計画的OJTに限
定していないことから、この設問の
OJTはインフォーマルOJTを重視す
るのか、OFF-JTを重視するのか、と
も読める。ちなみに、平成30（2018）
年度の当該設問（正社員について）で
は、OJT重視が73.6％、OFF-JT重視
が24.5％となっている。経年で見ても、
OJT重視は安定的に推移している。
　次に、製造業30人以上の企業を対
象 と し たJILPT2017年 調 査 で は、
OJT指標として、「（ものづくり）人
材の育成・人材開発にかかる日常業務
における取り組み」（16項目）の質問

図表２　企業内訓練のタイプ分け
フォーマル インフォーマル

OJT （Ａ） （Ｂ）

OFF-JT （Ｃ） （Ｄ）

資料出所：小池（2005）。
注）フォーマル／インフォーマルの区別は、予算（人員）がつくか否か。
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を設けている。そのうちOJTの取り
組みで注目されるものとして、以下の
項目がある（（　）内は回答割合）。
① 日常業務のなかで先輩・上司が指導

する（76.0%）
② 個々の従業員の教育訓練計画をつく

る（32.4％）
③ 段階的に難しい仕事を経験させる

（41.6％）
④ 主要な担当業務のほかに、関連する

業務もローテーションで経験させる
（31.8%）

⑤専任の教育係をつける（6.4%）
　項目のなかで①～④はインフォーマ
ルOJTと考えられ、⑤は計画的OJT
と考えられる。
　さらに、原（2014）の研究では、
JILPT2008年「働くことと学ぶこと
についての調査」を使っており、その
設問では、①上司や同僚から、仕事上
の指導やアドバイスを受けること、②
部下や同僚に、仕事上の指導やアドバ
イスをすること、③上司や同僚の仕事
のやり方を見て学ぶ、④今の仕事に役
立つ担当外の仕事を経験すること、⑤
ミーティング等を通じて、仕事に役立
つ情報を共有すること――の五つの質
問項目を設けている。
　この設問では、特に②で、指導やア
ドバイスを入れている点が特徴的であ
る。人に教える経験は、自ら学んだこ
との確認ができることであり、この点
の把握が可能となっている。

２　海外文献のOJT

米国では企業内訓練の全てがOJT

　それでは、海外ではOJTをどう捉
えているのだろうか。
　例えば、米国における労働経済学の
代 表 的 教 科 書 で あ るEhrenberg= 

Smith, Modern Labor Economics, 12th ed 
では、OJTを次のように定義している。
　Training on the job can occur 
through learning by doing (skills 
improving with practice）, through 
formal training programs at or 
away from the workplace, or by 
informally working, under the 
tutelage of a more experienced 
worker.
　本書のOJTの定義では、learning 
by doingだけでなく、職場内・外の
フォーマルトレーニングプログラムや、
経験豊富な労働者の後見のもとでのイ
ンフォーマルな作業も含まれている。
つまり、企業で行われる訓練のほとん
ど（OFF-JTを含む）がOJTと考えら
れている。
　先述のベッカーの論文は、企業特殊
性の議論で、企業定着を説明できると
いうものだったが、OJTそのものを
定義していたわけではない。しかし、
ベッカー以降、米国の労働経済学では、
企業内で行われる、OFF-JTも含む全
ての訓練をOJTと呼んでいるようで
ある。
　ただし、振り返って過去の有名な論
文を見ると、小池氏のいうインフォー
マルOJTを強調しているものも見ら
れる。例えば、先述のArrow（1962）
のlearning by doingであり、賃金方
程式で有名な米国の労働経済学者ジェ
イ コ ブ・ ミ ン サ ー も、learning by 
experienceを賃金上昇や生産性向上
の要因として着目している（Mincer
（1962））。

OECD・PIAAC調査

　一方、ヨーロッパの先行研究に着目
すると、OECD『国際成人力調査』
（PIAAC調査（注３））を使用した国際
比 較 研 究 が 注 目 さ れ る。 例 え ば、

Squicciarini et al.（2015）では、能
力を上げる要因として、Formal、
OJT、Informal learning――の三つ
に分けて集計している。Formalが学
歴（教育年数）であり、OJTは過去
１年未満にOJTを受けたか（フォーマ
ルOJTに相当）、Informal learning（イ
ンフォーマル学習）はインフォーマル
OJTと考えられる。
　インフォーマル学習の計測方法とし
て、次の３項目の設問を設けている。①
同僚・上司から学ぶ（peer learning）、
②日常こなす仕事から学ぶ（learning 
by doing）、③新しい財・サービスへ
の 対 応（Knowledge Updating）。
これらの設問を５段階で回答したもの
を、High、Medium、Lowに分けて
集計している（図表３）。
　それによれば、いずれの国もイン
フォーマル学習が高い。他国に比して
の日本の特徴は、フォーマル（学歴）
が低く、OJTも他国に比して低い。
　次に、Fialho et al.（2019）による
PIAAC調査などの研究では、フォー
マル（学歴）、ノン・フォーマル（計
画的OJT）、インフォーマル学習（過
去12カ月のインフォーマル学習）に
分けて、これらの訓練の受講率、受講
時間、賃金や労働生産性への効果を推
計している。それによれば、企業内訓
練（フォーマル除く）の受講時間の
80％がインフォーマル学習に費やさ
れている。また、インフォーマル学習
は、賃金を５％高めるとの推計結果も
示している。
　その他、オランダのマーストリヒト
大学のde Grip （2015）では、経年調
査（2004 年、2007 年、2010 年、
2013年）のデータを用いて、労働時
間の平均35％がインフォーマル学習
に費やされていることを示している。
しかも、時系列的に増加傾向にある。



研究報告

Business Labor Trend 2020.4

27

年齢別にも見ており、年齢が60歳を
過ぎてもインフォーマル学習の割合は
高い水準を維持しており、高齢になっ
てもインフォーマル学習が可能である
ことを示唆している（以上の先行研究
については、詳しくは、三谷（2020）
も参照されたい）。
　以上を踏まえると、米国では、企業
内で行われる訓練や学習は、OFF-JT
を含め、全てOJTと呼ばれている可
能性がある。その一方で、インフォー
マ ル 学 習（informal learning）、 す
なわち小池氏のいうインフォーマル
OJTに言及する研究が海外では増え

ている。研究の方向性は、小池氏のい
うインフォーマルOJT（キャリア）の
中身の研究に向かっており、世界的に
はOn-the-Job Learningの方向に向
かっていく可能性がある。

３　仕事表（スキル・マップ）

仕事表の普及度

　こ の よ う に イ ン フ ォ ー マ ルOJT
（キャリア）に対する研究の必要性が
高まりつつあるなかで、実際にこれを
把握する方法が確立されているわけで

はない。そこでOJTを研究するうえ
では、仕事表が重要と考える。
　そもそも仕事表は、工場における多
能工化から生まれた。主に技能系の職
場で普及している。小池氏は多くの仕
事表の事例を紹介している。図表４は
仕事表の事例だが、通常は、各セルの
なかに円を４等分し、該当業務ができ
れば四半分ずつ塗りつぶしていく。黒
丸になれば、その業務をマスターした
ことになる。
　仕事表こそ、インフォーマルOJT
を分析するうえで最適なものである。
ジョブ・ロ－テーションの業務経験の

図表 3　トレーニングの種類・スキルレベル別のトレーニングの発生率
（各国の雇用全体に対する割合、国別、2011 年および 2012 年の平均）
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資料出所：�Squicciarini�et�al.�（2015）。PIAACサンプルに関する著者の計算。割合は、PIAACの同じ国の従業員の総数に対する、特定の種類のトレーニングを
受けている各スキルカテゴリの個人数を反映している。

　　　　　*ベルギーのPIAACデータは、フランダースのみを対象。�**英国のPIAACデータは、イングランドと北アイルランドのみを対象。
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有無だけであれば、「ヨコ」の範囲し
か測れないが、仕事表であれば、その
業務（タスク）の経験だけでなく、技
量レベルまで測っているからである。
　仕事表の普及状況では、製造業30
人 以 上 の 企 業 を 対 象 と し た
JILPT2018年調査で、技能マップを
有している企業は21.2％（300人以上
規模では34.7％）となっている。製
造業全体では２割程度、大企業製造業
では３社に１社は仕事表が存在するこ
とになる。
　技能系の職場に多い仕事表であるが、
生産労働者以外でも仕事表がある企業
は見られる。脇坂（2018）では、製
造業（従業員数250人、半数がパート）
の事例を紹介しているが、この会社で
は、技能職以外（ホワイトカラー）に
も仕事表が存在する。「一人三役制度」
（たとえパートであっても、最低三つ
の業務を行えるようにするのが目的）
を設けており、各部署に一人三役表が
貼り出されている。各業務は、新人、
見習、補佐、担当、玄人、達人までの
６段階に分かれている。これにより、
産休や育休、急な欠勤にも対応できる。
　また、海外においても仕事表は見ら
れる。脇坂（2019）では、スリラン
カ企業でのskill map（仕事表）の事例
を紹介しているが、仕事表により多能
工の育成がなされていた。よく、ジョ
ブローテーションや仕事表ができるの
は、日本のような職能資格制度・職能
給がある企業に限られると言われるが、
スリランカの工場は職務給だが普及し
ていた。仕事の出来・不出来が一目瞭
然であり、欠勤対応にも使えることか
ら、利便性の観点で、仕事表が活用さ
れている。
　ただし、仕事表の有無だけでなく、
仕事表を貼り出すか否かも重要なポイ
ントである。すなわち、仕事表により、

職場での技能の「見
える化」がなされて
いるかだ。仕事表普
及の一番のネックは、
仕事表の開示はでき
ないと考える企業が
あること。例えば、
仕事表の作成までは
できるが、職長のみ
の扱いの場合（開示していない）もあ
る。開示することで、職場の人間関係
に悪影響を与えることを危惧している。

仕事表の効果

　また、仕事表の効果面を見ても、脇
坂（2018）では、JILPT2016年調査
を用いて、３年前と比較した労働生産
性の変化について推計を行っているが、
技能マップの作成が生産性を向上させ
ている可能性を示している。佐々木・
山根（2012）も、自動車産業の生産
職場の研究で、客観的生産性の指標と
して、仕事表を使用している。
　以上を踏まえると、技能系職場で普
及してきた仕事表だが、ホワイトカ
ラーにも適用可能である。また、海外
にも存在しており、世界に通用するも
のである。仕事表は、職場の生産性な
どの企業パフォーマンスを高める効果
が見られる。それゆえ、生産性向上が
求められるホワイトカラーこそ、仕事
表の普及が望まれる。
　今後の研究の方向性としても、仕事
表を分析することにより、インフォー
マルOJTの核心部分がわかる。これは、
定性的分析だけでなく、定量的な分析
でも活用可能と思われる。

OJT習得によるスキルの透明化

　脇坂（2019）では、世界の職業能
力評価制度（NQFや英国NVQ）にふ
れ、我が国の「キャリア段位制度」と

して、特に介護業界が作成した「介護
プロフェッショナル・キャリア段位制
度」を紹介した。
　JILPTの藤本真研究員による調査で、
実践的スキルの評価基準構成例が示さ
れている（図表５）。介護プロフェッ
ショナル・キャリア段位制度には、評
価基準ごとにチェック項目が設けられ、
実際に業務をこなせるかが評価される
（評価は、アセッサー（評価者）が行
う）。
　ただし、介護業界は流動性が高い分
野であり、この評価基準自体が流動化
を促進するツールとして使われる可能
性はある（例えば、資格保有者が転職
しやすい等）。
　しかし、そもそも初期の英国NVQ
に見られたように、能力評価は労働移
動のためだけの道具ではなく、企業内
での能力を測り、昇格・昇給の材料に
するためのものだった。また、小池氏
が示してきたように、仕事の経験（キャ
リアの組み方の違い）により、その発
揮能力が異なることを考えると、能力
評価は、必ずしも流動化につながるも
のとはいえない。「流動化vs定着化」
の議論に偏らない制度設計が望まれる。
　キャリア段位制度に見られる職業能
力評価制度は、仕事表のイメージに近
い。職場レベルで仕事表を活用し、ス
キルの透明化（見える化）をすれば、
仕事表の発展が社会的な職業能力評価
につながる可能性がある。

業務
氏名 業務１ 業務２ 業務３ 業務４ 業務５

A 4 4 2

I 4 4 3 3

IM 3

WL 3 3 4 2

SL 2 4 4

MG 3

注）�1：できる、2：一人でできる、3：全体を考えてできる、4：人に教
えることができる

図表４　仕事表の例
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[注]
１　ベッカーは、一般訓練と企業

特殊訓練の２分類をし、完全競
争の下では、一般訓練の費用は
全て労働者が負担し、企業が負
担しないことを示している。

2　ド ー リ ン ジ ャ ー・ ピ オ リ の
OJTの規定では、その特徴が「非
公式性」にあると述べているよ
うに、新米作業者への委譲や配
置転換、上位者不在のときの穴
埋めなども含めて実に様々な要
素を含めて論じている。

３　PIAAC調査の目的は、読解
力や数学的能力、コンピュータ
を利用した問題解決能力といっ
たスキルをテストによって調査
し、社会に参加し、経済を発展
させるために必要なスキルを明らかにする
ことにある。調査の第１ラウンドは、
OECDの加盟33カ国が参加して、2008年
～2013年に実施された。世帯調査で、各
国のサンプルサイズは約5,000である。
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図表５　実践的スキルの評価基準構成例
大項目 中項目 小項目 チェック項目数

基
本
介
護
技
術
の
評
価

１．入浴介助

１．入浴前の確認ができる 2
２．衣服の着脱ができる 5
３．洗体ができる 4
４．清拭ができる 3

２．食事介助
１．食事前の準備を行うことができる 6
２．食事介助ができる 5
３．口腔ケアができる 4

３．排泄介助
１．排泄の準備を行うことができる 3
２．トイレ（ポータブルトイレ）での排泄介助ができる 6
３．おむつ交換を行うことができる 4

４．�移乗・移動・
体位変換

１．起居の介助ができる 4
２．一部介助が必要な利用者の車いすへの移乗ができる 4
３．全介助が必要な利用者の車いすへの移乗ができる 5
４．杖歩行の介助ができる 3
５．体位変換ができる 4

５．�状況の変化に
応じた対応

１．咳やむせこみに対応できる 3
２．便・尿の異常に対応できる 4
３．皮膚の異常に対応できる 4
４．認知症の方がいつもと違う行動を行った場合に対応できる 3

資料出所：�労働政策研究・研修機構（2017）「対人サービス職等の分野における能力評価の試み」資料シリーズNo.193
（藤本真「シルバ－サービス振興会」）。


